
令和 5 年 10 月

令和 5 年度 令和 14 年度

※複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

3 人

別添１１－１

岩内町臨海部土地造成事業経営戦略

事 業 開 始 年 月 日 昭和60年4月1日

臨海部土地造成事業事 業 の 種 類

岩内町字大浜、共和町梨野舞納

－

団 体 名 ： 北海道岩内町

事 業 名 ： 岩内町臨海部土地造成事業

～

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適

事　業　形　態

職 員 数

施 工 地 区

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

（兼任）

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度 －

－



（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

施 工 地 区 名

オ 売 却 予 定 面 積

土 地 造 成 状 況
（平成５年度までに造
成 ）

*1

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ）

5,950

ア 総 事 業 費 920,000,000

949,394,750

新港地区

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

7,153

132,720

イ 総 面 積 154,633

発 行 額 累 計 904,000,000
元 利 金 債 発 行 状 況
（平成20年度までに償
還 ）

造 成 地 処 分 状 況
（ 平 成 29 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

エ 売 却 予 定 代 金
*2

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ）

6,400

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ）

103.20

ア 売 却 代 金 103,724,800

イ 売 却 面 積 16,207

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。



（３） 現在の経営状況

R2 ％ R3 ％ R4 ％

R2 千円 R3 千円 R4 千円

R2 千円 R3 千円 R4 千円

R2 千円 R3 千円 R4 千円

R2 千円 R3 千円 R4 千円

R2 千円 R3 千円 R4 千円

R2 千円 R3 千円 R4 千円

R2 ％ R3 ％ R4 ％

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

（２）

0 0

0 0 0

0 0 0

417,800422,467 404,850

867.8 790.2 1,381.7

組織の見通し

　　本町を取り巻く情勢は、北海道横断自動車道・北海道新幹線の整備、泊原発の避難道路の整備に加え、本年5月北海道岩宇及び南後志地区沖が
再エネ海域利用法における「有望な区域」に新たに整理されるなど、著しく変化し、今後の物流の加速による港湾利用の促進が期待されております。
　とりわけ、再生可能エネルギー分野においては、当臨海部土地造成エリアの新たな利活用や企業の立地に繋がる可能性を秘めていることから、将来
を見据え、時代に即した営業活動へと取り組みをシフトしていく必要があります。

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

事 業 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0

　現在、臨海部土地造成事業は、建設経済部建設課（管理係）において所管しており、他の業務を兼務する中で、「課長１名」、「係長１名」、「主事１名」
の３人体制となっています。
　業務の特殊性や、今後、当該エリアが社会情勢的にも活発化していく公算が高いことなど、専門的な知識も必要なことから、知識の蓄積・継承が効率
的に進むような組織運営に努めます。

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　
　　岩内港新港地区において、昭和58年度からフェリー埠頭の整備を行うとともに、新港工業団地の造成を進め、平成２年に岩内町と新潟県を結ぶ日本
海フェリー航路の就航が実現しました。
　その後、新港工業団地への企業立地が徐々に進んでいましたが、フェリー会社の経営不振により、航路は平成11年度に休止、平成17年度で廃止と
なったことに伴い、当エリアにおける企業進出の流れにも大きく影響を受け現在に至っています。
　近年の経営状況としては、単年度の事業費回収率が土地貸付収入により１００％を超えているものの、約５０％以上の土地が売却されておらず、一部
は雪捨場などの用途に使われている中、平成29年に２区画、本年も２区画と、いずれも立地済み企業から追加購入の意思表示があり契約へと進んだこ
となど、明るい兆しも見え始めてきております。

　　長引く景気低迷の影響等で、造成地の売却も中々進まないことから、貸地として賃借をし、年間約6,000千円の収入を得られています。

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来するもの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0 0 0

0 0 0

- - -



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　岩内町総合振興計画では、「目標４　持続可能なまちづくり」、「基本施策２　持続可能な都市基盤の整備」のなかで工業団地の利用促進を主要な取組
に掲げるとともに、「目標３　活気あふれるまちづくり」、「基本施策３　地域に根付く建設・商工業の振興」のなかで企業立地の促進を主要な取組に掲げ
ている事から、企業誘致によってもたらされる地域経済の活性化、雇用創出等の波及効果に資する取組の一環として臨海部土地造成事業を取り進めて
います。
　今後とも町の企業誘致所管と連携し、地域内外へのPR活動など、積極的な営業活動を展開していく一方で、事業経営としては約３億円に上る累積赤
字額を抱えていることから、財政健全化の視点においても細心の注意を払い経営に臨んでまいります。

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

　　今回の計画期間中に、投資に係る現在進行形の項目や具体的な計画はありませんので、収支計画中、「資本的収支」に数値の計上をしておりませ
ん。

　　今回の計画期間中の財源としては、「土地売却収入」と「土地貸付収入」の２項目で構成しています。

　　○土地売却収入は本年（令和５年度）契約へと進んでおります既存立地企業との売買額を計上しています。（４５，２３５千円）

　　○土地貸付収入は、令和５年１０月現在、５の事業所（官公庁含）と賃貸借契約を締結しておりますが、「聞き取りによりある程度担保されたもの」、
「状況的に当面、現状がキープされるであろうと考えられるもの」、「実績等の分析から、期待値として一定程度計上するもの」を区分し盛り込んでおりま
す。

　　今回の計画期間中の経常経費として、次の項目を計上しています。

　　【営業費用】
　　　　○土地借上料…工業団地案内看板設置用として
　　　　○修　 繕   料…看板及び照明器具等の維持管理として
　　　　○手　 数　 料…看板の企業名称作成分として
　　　　○委　 託　 料…用地売却時の分筆図作成業務として

　 【営業外費用】
　　　　○委　 託　 料…土地鑑定評価業務として
　　　　○そ　 の 　他…その他雑費として

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

既 存 の 造 成 計 画
の 見 直 し

新 規 造 成 計 画

民 間 活 用

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

土 地 売 却 の 促 進

企 業 債

当事業用地の総面積154,633㎡のうち、21,913㎡が未造成であることから、今後、整備時期の見通しに関し検討を重
ねるとともに、本戦略の計画期間中において整備の必要性が生じる場合には必要経費の試算を行い、事業運営のシ
ミュレーションに役立ててまいります。

具体的な構想として、現在、分譲用地でありながら、国・道・町及び地域住民の雪捨場となっているエリアがあるた
め、町の義務教育学校整備に伴い既存小中学校跡地を代替場所（雪捨場）に確保できた場合、売却用地としての営
業活動を再開したいと考えます。
いずれにしても企業立地による経済効果等の観点から、今後とも企業誘致所管と連携の上、営業活動に取り組んで
まいります。

売却単価に関しては、今後の営業活動に大きく影響する要素であることから、国や北海道の公的地価調査、不動産
鑑定士による土地鑑定評価業務、類似する土地の売買実例などに注視しつつ、慎重に検討を重ねてまいります。

当面、新たな企業債の発行予定はありませんが、事業エリア内の未造成地を整備しようとした場合に企業債の活用
が想定されます。
なお、整備済用地の施工年次に発行した企業債に関しては、既に償還済みとなっています。

過去に累積赤字の一部解消のため、一般会計から繰入を実施した経緯がありますが、近年は土地貸付収入を安定
的に得られており、地道ではあるものの、着実に赤字解消へと向かっていることや、地方自治法に基づく「繰上充用」
と一般会計からの資金運用によって、一時借入等の利子負担が生じることなく運営されております。当面は現行の状
態を堅持し、一般会計繰入金に頼らず経営したいものと考えています。

土地売却が中々実現へと進まない現状からも、これまでと同様、貸地としての賃借精度を有効的に進めてまいりま
す。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

そ の 他 の 取 組

売 却 単 価 の 設 定

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料

現在、経常経費としての委託料については、土地の売却時に伴う境界標設置等の測量業務と不動産鑑定士による
土地鑑定評価業務があげられますが、前者は「営業活動上」の必要経費で、後者は「財政健全化法上」の資金不足
比率算定に用いることを大きな目的としております。
今後は、時代の流れに即した効果的な営業活動が実現できるよう新たな手法等に関しても内部で検討いたします。

当面は職員の兼務による体制が続くものと見込まれており、同会計で職員給与費を計上する予定はありません。

　　随時、進捗管理（モニタリング）を行いつつ、必要な時期に見直し（ローリング）を講じることにより、本経営戦略の
事後検証、更新を実施してまいります。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1 (A) 6,252 5,788 51,115 5,500 5,500 81,975 2,500 2,500 1,900 1,900 1,900 1,900

（１） (B) 6,252 5,788 51,115 5,500 5,500 81,975 2,500 2,500 1,900 1,900 1,900 1,900

ア 45,235 79,475

イ (C)

ウ 6,252 5,788 5,880 5,500 5,500 2,500 2,500 2,500 1,900 1,900 1,900 1,900

（２）

ア

イ

２ (D) 791 419 267 300 650 300 300 650 300 300 650 300

（１） 121 91 267 200 200 200 200 200 200 200 200 200

ア

イ 121 91 267 200 200 200 200 200 200 200 200 200

（２） 670 328 100 450 100 100 450 100 100 450 100

ア

イ 670 328 100 450 100 100 450 100 100 450 100

３ (E) 5,461 5,369 50,848 5,200 4,850 81,675 2,200 1,850 1,600 1,600 1,250 1,600

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債

元 利 金 債 等

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

地 方 債 償 還 金

12年度 13年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

14年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入

受 託 工 事 収 益

（単位：千円，％）

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

11年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
12年度 13年度 14年度

（単位：千円，％）

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

(J) 5,461 5,369 50,848 5,200 4,850 81,675 2,200 1,850 1,600 1,600 1,250 1,600

(K)

(L)

(M) 338,184 332,723 327,354 276,506 271,306 266,456 184,781 182,581 180,731 179,131 177,531 176,281

(N) △ 332,723 △ 327,354 △ 276,506 △ 271,306 △ 266,456 △ 184,781 △ 182,581 △ 180,731 △ 179,131 △ 177,531 △ 176,281 △ 174,681

(O)

(P)

(Q) 332,723 327,354 276,506 271,306 266,456 184,781 182,581 180,731 179,131 177,531 176,281 174,681
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 6,252 5,788 51,115 5,500 5,500 81,975 2,500 2,500 1,900 1,900 1,900 1,900

5,322 5,656 541 4,933 4,845 225 7,303 7,229 9,428 9,344 9,278 9,194

（T) △ 69,127 △ 87,446 △ 101,494 △ 93,842 △ 86,277 △ 88,859 △ 81,755 △ 74,618 △ 67,536 △ 60,749 △ 53,898 △ 47,672

(U)

（Ｖ)

(Ｗ)

(Ｘ) 401,850 414,800 378,000 365,148 352,733 273,640 264,336 255,349 246,667 238,280 230,179 222,353

△ 17 △ 21 △ 27 △ 26 △ 24 △ 32 △ 31 △ 29 △ 27 △ 25 △ 23 △ 21

(Ｙ)

(Ｚ)

○他会計繰入金 （単位：千円） （単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

年　　　　　度

区 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

13年度 14年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

地 方 債 残 高

3年度 4年度 5年度 6年度

健全化法施行令第３条第１項第４号ニに規定する
土 地 収 入 見 込 額

健全化法施行規則第９条第５号Ｂにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（Ｘ）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

184,781 182,581 180,731 179,131332,723 327,354 276,506 271,306 266,456

633 633 292 633

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

19,144 1,833 846 27,325 833 385

174,681177,531 176,281

9,194

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 790 1,381

225 7,303 7,229 9,428 9,344 9,2785,322 5,656 541 4,933 4,845赤 字 比 率 （ ×100 ）

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)
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